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2004年スマトラ沖地震・津波の県・市別被害者数（2005年5月2日、国連調べ）
























Jeuram 143,985 865 1,077
西南アチェ県　
Aceh Barat Daya 
ブランピディ　




Tapaktuan 192,947 1,086 1,566
アチェシンキル県　








Sigli 517,898 877 4,401
ビルン県　




















Kuala Simpang 225,011 - -
ベネルムリア県　












Kutacane 150,776 - 31



































































































●Map 1: Propinsi Sumatera Utara & Nanggroe Aceh Darussalam 【アチェ州・北スマトラ州地理概念図】
●Map 2: Propinsi Sumatera Utara 【北スマトラ州地理概念図】
●Map 3: Medan dan sekitarnya 【メダン市およびその周辺部】
●Map 4: Propinsi Nanggroe Aceh Darussalam 【アチェ州地理概念図】
●Map 5: Banda Aceh dan sekitarnya 【バンダアチェおよびその周辺部】
●Map 6: Lhokseumawe dan sekitarnya 【ロクスマウェおよびその周辺部】
川、道路、県・市境図
　総選挙委員会の地図のページで、「Peta Daerah Pemilihan」の3つの選択肢から、全国（一番上、「DPR 
RI」で終わっているもの）、州別（2番目、DPRD Propinsi）、県・市別（3番目、DPRD Kabupaten/Kota）のい


























ガス（Migas）、空港（Bandar Udara）、港（Pelabuhan Laut）、上水道（Air Bersih）、用水（Pengairan）なども
示されている。
ムラボへの陸上・海上アクセス経路図


































●Areas in Indonesia Devastated by Tsunami （by Peter Loud）
スマトラ島各地の津波被害にあった地域の地図がある。
アチェの県・市別人口構成（2003年、アチェ州統計局調べ）










Aceh 9 89 51,946 223,829 61
サバン市
Sabang サバン　Sabang 2 18 6,501 24,498 119
西南海岸 アチェ・ジャヤ県Aceh Jaya チャラン　Calang 6 173 - 98,796 3,703
西アチェ県
Aceh Barat ムラボ　Meulaboh 11 321 107,534 195,000 2,426
ナガン・ラヤ県








Tapaktuan 16 247 67,632 197,719 3,646
アチェ・シンキル県
Aceh Singkil シンキル　Singkil 13 189 35,210 124,758 3,577
シムル県
Simeulue シナバン　Sinabang 8 135 14,821 59,093 2,052
北海岸 ピディ県Pidie シグリ　Sigli 30 952 116,658 517,697 4,161
ビルン県








Lhokseumawe 3 68 - 167,362 181
東アチェ県
Aceh Timur ランサ　Langsa 21 487 134,188 331,636 6,041
ランサ市




Kuala Simpang 8 209 - 225,011 1,940
内陸部 ベネル・ムリア県Bener Meriah - 7 116 - - -
中アチェ県




Blangkeujeren 5 97 - 66,448 5,720
東南アチェ県
Aceh Tenggara クタチャネ　Kutacane 11 250 52,992 150,776 4,231
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アクセスを容易にすることで、アチェとアチェ外を結ぶ物流のルートを複数作ることが考えられる。そう
すれば、仮に国軍が港や道路を押さえていたとしても、選択肢が複数あれば、「客足」が遠のくことを恐れて
国軍もあまりひどいことはできないのではないだろうか。
地方分権と自治
　地方分権の制度を整えれば開発独裁がなくなるわけではない。各地方に小さな独裁者を生むおそれもあ
る。必要なのは地方行政の効率をよくすること。
　現在、インドネシアでは地方分権化が進められている。また、アチェ州に対しては、他州と比較してより
高度の分権が進められようとしている。しかし、地方分権が問題解決に直結すると考えるべきではない。
　1998年のスハルト体制崩壊を契機に、それまでの中央集権的な行政の見直しが行われた。スハルト体制
期において、州政府は中央政府の代行機関に過ぎず、地方議会は中央政府の意向をうかがいつつ、首長選
出を行うのが通例だった。また、予算配分は、中央政府の裁量による部分が大きかった。こうした点を改革
すべく、1999年に地方行政法と中央・地方財政均衡法の2つの法律が制定され、地方分権化が進められた。
中央から地方政府への予算配分の規定が明確化され、地方首長は地方議会に対して責任を負うようになっ
た。
　これにより、権限を大幅に拡大した地方政府が、地域住民の代表から構成される地方議会の監視を受け
ながら、地域社会に密着した地域開発が行われるはずだった。しかし、事態は必ずしもそのように進展して
いない。地方首長は支持取り付けのために以前にまして地方議会議員の動向に敏感にならざるを得なくな
り、手っ取り早い方法として、地方政府のもつ資金や利権が地方議会議員の支持取りつけに流用されると
いったことが増えている。このため、実施される施策も、中長期的な視野に立った恒常的な利益をもたらす
開発よりも、短期的に利益を回収できる施策に偏る傾向がある。
　選挙は5年に1度であり、地域住民の意向を反映する仕組みは十分にできていない。地域住民が自分たち
に望ましい地域開発を実施に移すためには、自らNGO等を組織して開発事業を請け負うか、集団的示威行
動などによって不正を告発するかなど、方法は限られている。
　こうした問題を避けるため、2001年に制定された「アチェに対する特別自治法」では、地方首長を地域住
民による直接選挙で選出することが謳われた。しかし、「特別自治法」が実施されたのは2000年11月に地
方議会によってアブドゥラ・プテがアチェ州知事に選ばれた後のことであり、アチェにおける州知事の直
接選挙は2005年以降に持ち越された。
　また、県知事の任期が切れた県から住民の直接選挙による県知事選出が行われるはずだったが、軍事非
常事態宣言の発令により、県知事選挙は凍結されたままだ。
　また、「アチェに対する特別自治法」の実施により、中央政府から地方政府に配分される財源は増加した
が、このことは地域住民の福利厚生の向上や地域経済の活性化に必ずしも結びついてこなかった。資金の
多くは紛争によって焼失した公共施設の復興にあてられたが、こうした建設関係のプロジェクトに対して
は、「GAM関係者」を名乗る勢力が受注金額の一部を「税金」として支払うよう受注者に求める動きが日常
化していた。プロジェクト受注者から「税金」を徴収するというのは、スハルト時代には国軍によって行わ
れていたとされることだ。
　地域開発を策定する人材や技術の問題もある。これまで中央政府がもっぱら地域開発を担ってきたため、
地方の開発局の人材には限りがある。こうした点を是正するため、地方自治の経験を積んでいる諸国の技術
や経験を取り入れようとする動きがあり、人材交流も進められてきてはいる。しかし、その交流相手は、日米
欧といったアチェとは社会文化的に大きな隔たりのある地域が中心である。
　ところで、歴史的にアチェと密接な関係を持ち、言語や宗教の上でもアチェと共通性が大きく、人的な交
流も密であるマレーシアは、イギリスからの独立にあたって連邦制を選択した。このことは、政治経済や文
化の面で地方の独自性を保証したが、他方、地方レベルで中央集権化を生み、少数の政治指導者が地方の天
然資源を独占して乱開発を進めるという問題も生じた。特に森林資源が豊富だったサバ州では、1980年代
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末に森林資源がほぼ枯渇し、1990年代に入ると州財政を中央政府の開発基金に依存せざるを得ない事態
が生じた。
　この反省を踏まえて、サバでは1994年に州首相職を州内の主要3民族の間で2年ごとに交代させる州首
相輪番制を導入した。州首相輪番制は2004年に廃止されたが、この制度の是非を巡る10年間の議論の中で、
州首相への権力集中を防ぐことが必要であることがサバの人々の間に広く共有され、それを防ぐ工夫が考
えられてきた。このように、地方分権は中央集権の持つ問題を解消する手段となりうるが、連邦制や地方分
権の導入がただちに問題を解決に導くわけではない。
　マレーシアの経験は、アチェの人々にとって、いろいろな意味で参考になるのではないか。
人権
スハルト政権下、アチェの人々は日常的かつ深刻な人権侵害に苦しんだ。その実態を明らかにして人々の不信感を
解消しない限り、アチェ問題の真の解決はない。
　26年間にわたるGAMと共和国政府の間の紛争は、国軍・警察によるアチェ住民への深刻な人権侵害を生
んだ。
　被害状況を最も小さく見積もっている国家人権委員会の報告でも、1989～98年8月までのDOM期間中、
アチェでは781人が死亡し、163人が行方不明となった。さらに、368人が拷問を受け、3000人が夫を失い、
1万5000～2万人の子どもが親を失い、102人が強姦され、102軒の建造物が放火された。これは国軍・警察
による人権侵害をアチェ住民が申告したもので、GAMによるものは計上されていない。
　DOM解除後も人権侵害はやまず、アチェ人権NGOの調査では、1999年1月から2000年6月にかけての4
回にわたる国軍の作戦期間中に949人が殺され、1,469人が拷問を受け、700人が逮捕され、5人が強姦され、
2人が性的辱めを受けた。
　また、HDCの仲介でアチェ住民への人道援助のための停戦合意が為されていた2000年6月から2001年
1月の間にも、256人が殺され、536人が拷問を受け、365人が不当に逮捕され、2人が性的辱めを受け、1,032
軒の建造物が放火された。
　治安当局の発表によれば、軍事非常事態が敷かれてから100日間で、GAMメンバー752人が殺害され、
555人が逮捕された。
　また、殺害や拷問などのほかに、
●東アチェ県クアラ・イディエ村で操業する漁民たちは治安部隊員に1隻あたり10万ルピアの支払いを要
求され、断った者は暴行を受けただけでなく舟を焼き払うという仕打ちを受けている。
●西アチェ県からバンダ・アチェに向かう幹線道路沿いにある軍の検問では、通行する車両に声をかける
ふりをして3～10万ルピアを徴収している。
●GAMと疑われて軍や警察に連行され死亡した身内を引き取りに行くと、1体あたり300万ルピアの遺体
引き取り料を要求される。
といったことも日常的に発生している。
　これらのことが直ちに住民のGAM支持に結びつくわけではないが、少なくとも国軍・警察及びその背後
にあるインドネシア政府に対する住民の不信感は強い。この問題が解決されない限り、真の意味でアチェ
問題は解決されない。具体的な事例の調査を行った上で、それらの人権侵害の被害をいかにして回復しう
るか、また、同様の状況で人権侵害が起こらないようにするにはどのような取り組みが可能か、といった点
の検討が必要になるだろう。
